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本資料の目的 

1. 企業会計基準委員会は、2026 年 1 月 9 日に、企業会計基準公開草案第 94 号「法人税等に

関する会計基準（案）」（以下「法人税等会計基準案」という。）及びその他の会計基準

等の改正案（以下合わせて「本公開草案」という。）を公表した。 

2. 本公開草案に対するコメントは 2026 年 3 月 9 日に締め切られ、9 通のコメント・レター

（団体等 6 通、個人 3 通）が寄せられた。当委員会では、第 573 回企業会計基準委員会

（2026 年 3 月 26 日開催）より、本公開草案に寄せられたコメントを分析し対応案の検討

を行ってきた。 

3. 本資料は、デュー・プロセスの観点から、公開草案を再度公表する必要性の有無について

検討することを目的としている。 

 

公開草案を再度公表することの必要性 

4. 公益財団法人財務会計基準機構「企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続

に関する規則」（以下「適正手続規則」という。）第 20 条第 5 項では、以下のとおり記載

されている（文中の「委員会」とは、「企業会計基準委員会」を指す。）。 

「企業会計基準等及び修正国際基準を公表する前に、公開草案を再度公表する必要性

がないか否かを、委員会において検討する。」 

そのため、本公開草案の公表以後に修正した項目について、公開草案を再度公表する

必要性の有無を検討する必要がある。 

5. 本公開草案の公表以後、税効果会計専門委員会及び企業会計基準委員会における審議に

よって、本公開草案の提案から主に以下の点について変更を行っている。 

項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

① 課税対象

利益を基

礎とする

法人税等会計基準案の

結論の背景において、

課税対象利益を基礎と

法人税等会計基準の結

論の背景において、課

税対象利益を基礎とす

寄せられたコメントを

踏まえ、課税対象利益

を基礎とする税金に該
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

税金の判

断の単位

の明確化

（法人税

等会計基

準1第 28-

4 項） 

する税金に該当する税

金の例を記載してい

た。 

る税金に該当するかど

うかは、税金が課せら

れる対象ごとに判断す

ることとなると考えら

れる旨を追加で記載し

た。 

当するかどうかを判断

する単位に関する考え

方の明確化を図るもの

であるため、公開草案

を再度公表する必要性

はないものと考えられ

る。 

② 住 民 税

（ 均 等

割）、事業

税（付加

価値割）

及び事業

税（資本

割）の表

示 区 分

（法人税

等会計基

準第18-2

項、第40-

6 項及び

第 40-7

項） 

法人税等会計基準案

は、損益に計上する当

事業年度の住民税（均

等割）、事業税（付加価

値割）及び事業税（資本

割）を損益計算書の売

上原価、販売費及び一

般管理費又は営業外費

用のうち適切な表示区

分に表示することを提

案していた。 

法人税等会計基準で

は、損益に計上する当

事業年度の住民税（均

等割）、事業税（付加価

値割）及び事業税（資本

割）を損益計算書の「法

人税等」以外のその内

容に応じた適切な表示

区分に表示することと

した。 

法人税等会計基準案の

提案は、住民税（均等

割）、事業税（付加価値

割）及び事業税（資本

割）を「法人税等」には

含めず、その内容に応

じて適切な表示区分に

表示することを意図し

たものであった。この

点、法人税等会計基準

案からの修正は、寄せ

られたコメント及び当

該コメントへの対応の

審議を踏まえ、法人税

等会計基準案の趣旨を

より明確に反映するた

めに行ったものであ

る。このため、公開草案

を再度公表する必要性

はないものと考えられ

る。 

③ 受取利息

及び受取

配当金等

に課され

法人税等会計基準案

は、税額控除の対象と

なる税額について税額

控除を選択しない場

法人税等会計基準で

は、損益計算書の「法人

税等」以外のその内容

に応じた適切な表示区

②に記載の住民税（均

等割）、事業税（付加価

値割）及び事業税（資本

割）の表示区分の見直

 
1 審議事項(4)-3 改正企業会計基準第 27 号「法人税等に関する会計基準」 
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

る源泉所

得税等並

びに親会

社及び国

内子会社

が外国の

法令に従

い納付す

る税金で

課税対象

利益を基

礎とする

税金に該

当しない

ものの表

示 区 分

（法人税

等会計基

準第18-4

項、第18-

5 項、第

18-7 項、

第 18-8

項、第40-

11 項、第

40-12項、

第 40-15

項、第40-

17項及び

第 40-18

項） 

合、損益計算書の売上

原価、販売費及び一般

管理費又は営業外費用

のうち適切な表示区分

に表示することを提案

していた。また、税額控

除の対象とならない税

額について、損益計算

書の売上原価、販売費

及び一般管理費又は営

業外費用のうち適切な

表示区分に表示するこ

とを提案していた。 

分に表示することとし

た。 

しと平仄を合わせる形

で修正したものであ

る。このため、公開草案

を再度公表する必要性

はないものと考えられ

る。 

④ 「未払法

人税等」

法人税等会計基準案の

提案は、次のとおりで

法人税等会計基準で

は、次のとおりとした。

住民税（均等割）、事業

税（付加価値割）及び事
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

又は「未

収還付法

人税等」

に係る表

示（法人

税等会計

基 準 第

18-3 項） 

あった。 

 住民税（均等割）、

事業税（付加価値

割）及び事業税（資

本割）のうち納付

されていない税額

は、更正等による

追徴税額のうち納

付されていない税

額を含め、法人税

等会計基準案第 11

項2及び第 17 項3に

準じて表示する。

 既に納付済みの税

額を下回ることに

より還付されると

き、還付税額のう

ち受領されていな

い税額は、更正等

による還付税額の

うち受領されてい

ない税額を含め、

法人税等会計基準

案第 12 項4及び第

 住民税（均等割）、

事業税（付加価値

割）及び事業税（資

本割）のうち納付

されていない税額

は、更正等による

追徴税額のうち納

付されていない税

額を含め、「未払法

人税等」以外のそ

の内容に応じた適

切な科目をもって

表示する。 

 既に納付済みの税

額を下回ることに

より還付されると

き、還付税額のう

ち受領されていな

い税額は、更正等

による還付税額の

うち受領されてい

ない税額を含め、

「未収還付法人税

等」以外のその内

業税（資本割）のうち納

付されていない税額又

は還付税額のうち受領

されていない税額に係

る貸借対照表上の科目

について、法人税等会

計基準案から変更を行

っており、この変更は、

寄せられたコメントを

受けて、損益計算書上

の表示を課税対象利益

を基礎とする税金であ

るかどうかにより判断

することとの整合性の

観点から見直しを行っ

たものである。また、税

額の重要性が乏しい場

合に、未払法人税等又

は未収還付法人税等に

含めて表示することは

妨げられないとしてい

る。 

これらのことに鑑みる

と、公開草案を再度公

 
2 法人税等会計基準案第 11 項 

課税対象利益を基礎とする税金のうち納付されていない税額は、貸借対照表日の翌日から起算して 1

年以内に支払の期限が到来するものは、貸借対照表の流動負債の区分に、「未払法人税等」などその

内容を示す科目をもって表示する。また、貸借対照表日の翌日から起算して 1 年を超えて支払の期限

が到来するものは、貸借対照表の固定負債の区分に、「長期未払法人税等」などその内容を示す科目

をもって表示する。 
3 法人税等会計基準案第 17 項 

過年度の課税対象利益を基礎とする税金の更正等による追徴税額のうち納付されていない税額は、当

事業年度の課税対象利益を基礎とする税金のうち納付されていない税額に含めて表示する（第 11 項

参照）。 
4 法人税等会計基準案第 12 項 

課税対象利益を基礎とする税金が、既に納付済みの税額を下回ること等により還付されるとき、当該
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

18 項5に準じて表

示する。 

容に応じた適切な

科目をもって表示

する。 

 ただし、これらの

税金の納付されて

いない税額又は還

付税額のうち受領

されていない税額

の重要性が乏しい

場合、「未払法人税

等」又は「未収還付

法人税等」にそれ

ぞれ含めて表示す

ることができる。

表する必要性はないも

のと考えられる。 

⑤ 経過措置

（法人税

等会計基

準第20-8

項、第20-

9 項及び

第 48 項

並びにキ

ャ ッ シ

ュ・フロ

ー実務指

針6第 26-

10項及び

法人税等会計基準案

は、今般の改正後の会

計基準の適用初年度に

おいて、適用初年度の

比較情報について、住

民税（均等割）に関して

新たな表示方法に従い

組替えを行うことを要

しないとすることを提

案していた。 

また、移管指針公開草

案第 19 号「連結財務諸

表等におけるキャッシ

法人税等会計基準で

は、経過措置の対象を

法人税等会計基準の適

用による影響全般に拡

張し、住民税（均等割）

の表示方法に限定しな

いこととした。 

また、キャッシュ・フロ

ー実務指針において

も、経過措置の対象を

拡張し、住民税（均等

割）の表示方法に限定

しないこととした。 

法人税等会計基準案か

らの変更は、経過措置

の適用に関する不明確

さや経過措置の必要性

に関するコメントが寄

せられたことに鑑み

て、法人税等会計基準

の適用による住民税

（均等割）に係る取扱

いの変更は会計方針の

変更に該当するとした

上で、経過措置の対象

を法人税等会計基準の

 
還付税額のうち受領されていない税額は、貸借対照表の流動資産の区分に、「未収還付法人税等」な

どその内容を示す科目をもって表示する。 
5 法人税等会計基準案第 18 項 

過年度の課税対象利益を基礎とする税金の更正等による還付税額のうち受領されていない税額は、当

事業年度の課税対象利益を基礎とする税金の還付税額のうち受領されていない税額に含めて表示する

（第 12 項参照）。 
6 審議事項(4)-6 改正移管指針第 6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に

関する実務指針」 
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

第 51 項） ュ・フロー計算書の作

成に関する実務指針

（案）」も同様に、適用

初年度の比較情報につ

いて、住民税（均等割）

に関して新たな表示方

法に従い組替えを行う

ことを要しないとする

ことを提案していた。

適用による影響全般に

拡張したものである。

この際、法人税等会計

基準の適用初年度の期

首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場

合の適用初年度の累積

的影響額を適用初年度

の期首の利益剰余金に

加減し、当該期首から

新たな会計方針を適用

することができる経過

措置を設けており、過

去の財務諸表を遡って

処理することを要しな

いとしている点は法人

税等会計基準案の提案

と同様と考えられる。

このことを踏まえる

と、公開草案を再度公

表する必要性はないも

のと考えられる。 

また、キャッシュ・フロ

ー実務指針案からの変

更についても、上述の

分析と同じように、公

開草案を再度公表する

必要性はないものと考

えられる。 

⑥ 「法人税

等合計」

の用語の

見 直 し

企業会計基準適用指針

公開草案第 94 号「税効

果会計に係る会計基準

の適用指針（案）」（以

「法人税等合計」を「税

金費用」に見直した。

寄せられたコメントを

踏まえ、企業会計基準

第 17 号「セグメント情

報等の開示に関する会
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

（税効果

適用指針

7 設 例 2

等） 

下「税効果適用指針案」

という。）では、設例 2

等における「法人税等

合計」の用語の見直し

は提案していなかっ

た。 

計基準」第 21 項(8)等

において法人税等及び

法人税等調整額を合わ

せて税金費用としてい

ることに鑑み用語を見

直したものである。新

たな概念や考え方を創

出するものではないこ

とから、公開草案を再

度公表する必要性はな

いものと考えられる。

⑦ 法定実効

税率の定

義の見直

し（税効

果適用指

針第 4 項

(11)） 

税効果適用指針案で

は、「『法定実効税率』

とは、課税対象利益に

対する税負担率をい

う。」と提案していた。

税効果適用指針では、

「『法定実効税率』と

は、課税対象利益に対

する法令上規定された

税率に基づく税負担の

比率をいう。」とした。

税効果適用指針案で

は、「税負担率」の用語

を用いて法定実効税率

の定義を提案してい

た。ここで企業会計基

準第 28 号「『税効果会

計に係る会計基準』の

一部改正」（以下「税効

果会計基準一部改正」

という。）第 19 項(2)

では、税金等調整前当

期純利益又は税引前当

期純利益に対する法人

税等（法人税等調整額

を含む。）の比率を税負

担率としている。税効

果適用指針案及び税効

果会計基準一部改正

で、税負担率の用語が

多義的に用いられてい

たことから、この多義

 
7 審議事項(4)-4 改正企業会計基準適用指針第 28 号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」 
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

性を是正するために法

定実効税率の定義を税

効果適用指針案から修

正した。 

この点、税効果適用指

針案では、法定実効税

率の定義に関して、具

体的な税金の名称を使

用した算式を削除する

ことを提案しており、

改正の趣旨については

税効果適用指針におい

ても変わるところはな

い。また、具体的な算式

及び算定例は補足文書

8で示すこととしてい

る。このため、公開草案

を再度公表する必要性

はないものと考えられ

る。 

⑧ 税効果会

計に関す

る注記例

における

税率差異

の注記の

調整項目

（法人税

等会計基

準の末尾

の20●年

税効果会計基準一部改

正は、税効果会計に関

する注記例を示してお

り、その中の税率差異

の注記の調整項目とし

て「住民税均等割」が記

載されている。この点

に関し、本公開草案で

は、修正を提案してい

なかった。 

法人税等会計基準の末

尾の 20●年改正会計基

準の公表による他の会

計基準等についての修

正において、税効果会

計基準一部改正で示し

ている税率差異の注記

の調整項目から「住民

税均等割」を削除する

修正を追加した。 

税効果会計基準一部改

正の修正は、寄せられ

たコメント及びコメン

トへの対応の審議の過

程で聞かれた意見を踏

まえて追加したもので

ある。注記例の中の税

率差異の注記の調整項

目は例示であると考え

られるため、「住民税均

等割」の削除に関し、公

 
8 審議事項(4)-9 補足文書「我が国における課税対象利益を基礎とする税金及び税効果会計における

税率に関する取扱いについて」 
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項目 本公開草案での提案 本公開草案からの変更 再公開草案の必要性 

改正会計

基準の公

表による

他の会計

基準等に

ついての

修正） 

開草案を再度公表する

必要性はないものと考

えられる。 

 

6. 上記の検討の結果、現状の文案では、公開草案を再度公表する必要性はないと考えられ

る。 

ディスカッション・ポイント 

上記の対応についてご意見をお伺いしたい。 

 

以 上 


